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空港におけるＣＯ２排出量の算定手法の 

開発と削減方策の効果分析 
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１．はじめに 

2006年度における我が国の航空機(国内路線)か

らのCO２排出量は1,100万ﾄﾝと運輸部門の4％強、

我が国全体の約0.8％を占め絶対量は少ないが、京

都議定書基準年(1990年)比で約56％増加している。 

一方、国内各空港では空港での良好な環境の保

全という観点からエコエアポート施策を進めてお

り、空港運営に伴う消費エネルギーの削減による

温室効果ガスの排出削減もその柱の一つである。 

そこで、国土技術政策総合研究所では、空港を

一つの単位としたCO２の排出量算定方法をとりま

とめ、５空港を対象に求めたCO２排出量の比較分

析やCO２排出量削減方策の効果について定量的な

分析を行った。 

 

２．空港からのCO２排出量の算定 

 空港からのCO２排出量算定方法は、排出源を航

空機、空港施設(ターミナルビル等)、空港内の走

行車両の３つに大別し、各算定方法をまとめた。 

航空機からのCO２排出量については、航空機の

機材や運航モード(離着陸時、誘導走行時、駐機時)

別に分け、機材別の離着陸回数・駐機時間・離着

陸時間、燃料の消費率とCO２排出係数等を用いて

算定する。空港施設と車両は、燃料種別の消費量

に各CO２排出係数を乗じて算定する。 

この算定方法を用いて、新千歳、成田、関西、

広島及び宮崎の５空港からデータ提供の協力を得

てCO２排出量を求めた。その結果、各空港とも航

空機からのCO２排出量が最も多く空港全体排出量

の概ね５～７割を占め(図－１)、また、運航モー

ド別では各空港とも離陸時の排出量が航空機起因

排出量の５～６割を占め最も多いこと等が明らか

となった。 
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図－１　各空港CO２排出量の排出源別割合
注）2002～2006年度平均（宮崎空港は2005～2006年度）  

 

３．CO２排出量削減方策の効果分析 

 空港からのCO２排出量のうち最も多い航空機起

因の排出量について、①低燃費型中型航空機

(B787)の導入、②駐機中のGPU(地上電源装置)利用

率の向上、③誘導走行距離の縮減、の方策別に削

減効果(排出量削減率)を求めた。その結果、低燃

費型中型航空機導入の削減効果が比較的大きく、

航空機起因のCO２排出量を4.5％～8.0％削減でき

ることが明らかとなった(表－１)。 

成田 関西
国際 国際

低燃費型中型機導入 -5.4% -4.5% -8.0% -5.6% -5.3%
GPU使用率の向上 -4.2% -0.8% -1.2% -1.3% -2.8%
誘導走行距離縮減 -1.8% -3.1% -2.8% -0.8% -1.7%

表－１　航空機起因CO２排出量の施策別削減効果

新千歳 広島 宮崎

注1)低燃費型中型航空機のCO2排出量は従来型の20％減と仮定

注2）GPU使用率は90％まで向上するものと仮定
注3）誘導走行距離は10％縮減するものと仮定  

 今後は、各空港で削減効果を定量的に確認しつ

つ、CO２排出量削減を着実に進める必要がある。 
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１．水循環健全化のためには住民などによる継

続・安定した地域活動が必要 

水循環健全化には、行政施策のみならず、住民

や事業者等による主体的な取り組みも必要である。

住民等が中心となった水循環健全化に役立つよう

な地域活動は全国で行われているが、このような

活動は継続・安定して行われることも重要である。 

 

２．継続・安定した地域活動のためには、地域で

活動する団体や行政が「地域性」をよく理解する

ことが重要 －静岡県三島市の事例紹介－ 

継続・安定した地域活動のために重要なことと

は何か？ヒアリングを通じて整理した。 

●活動団体が、その地域の「地域性」をよく知り、

「地域性」に応じた活動を行っている。 

●地域の住民が協力的で、活動を支えている。 

●行政による的確な支援が行われている。 

 つまり、活動団体や行政が「地域性」をよく理

解した上で、活動や支援を行うことが必要である。 

 たとえば、三島市を中心に水辺の再生・改善活

動等を行っているグラウンドワーク三島では、活

動（例：ビオトープを作る等）を始める前に、対

象地域の課題から住民の人間関係までよく調べる

ことから始める。その方法は、町内の集会に出席

したり、飲んだり、勉強会を開いたり…対象地域

によって様々である。 

地域に入り、まずは、地域の持つ課題を整理し

たり、人間関係を知ったり、地域で課題を共有し

てもらったりする。この取組を踏まえて活動を行

うことで、地域性に応じた活動を行うことができ、

そうして活動は地域において継続して行われるよ

うになる。 

 

３．「地域性」の構造を調べて、簡易に「地域性」

を把握するための方法 

 「地域性」を理解するには努力も才能も必要だ

から一部の優秀な人材（リーダー）に頼っている、

という現状がある。そこで国総研では、比較的簡

易に「地域性」を把握できる方法について検討し

ている。 

 まず、「地域性」の構造を知るために、地域活

動が活発な地域とそうでない地域で住民アンケー

トを実施し、地域活動の活発さ（活動への参加頻

度）と地域性との相関関係の把握を試みた。 

町丁別に集計した調査結果から、以下の傾向が

見られた。（表－1参照） 

●自治会活動の活発な町には、挨拶をする習慣が

他よりもあり、更に、比較的新規居住者で、戸建

て住宅を所有し、遠距離通勤をする住民が多い 

●NPO活動の活発な町には、定住志向が高く、地元

出身者や居住年数の長い住民が多い  等 

今後は、より詳細な分析を通して「地域性」の

構造を整理し、既存の統計データや比較的簡単な

ヒアリングから簡易に「地域性」を把握するため

の方法を提案することを目指している。 

表-1 各地域活動への参加頻度と地域性の相関係数 

 

 

 

 

 
※網掛：有意水準（5％）を満たさない項目 

・自治会…自治会活動への参加頻度の高い住民が多い町 
・NPO…NPO活動への参加頻度が高い町 

 

【参考】河川環境研究室ＨＰ（本稿関連論文も掲載） 

http://www.nilim.go.jp/lab/dbg/index.htm 

地域性の項目 自治会 NPO
挨拶の習慣 0.42 -0.3
平均居住年数 -0.44 0.53
戸建て率 0.42 0.05
持ち家率 0.53 0.15
職場位置の近さ -0.4 0.29
定住志向 -0.22 0.55
出身地近さ -0.44 0.44
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